
背 景 ・ 目 的

声帯瘢痕（溝症を含む）は声帯粘膜が硬化して重度かつ
永続的な音声障害を来す疾患である．確立された治療法は
なく，対応できる医療機関も限られているのが現状である．
瘢痕化した声帯を柔軟化するために，かつては瘢痕切離・
切除術，脂肪や筋膜の粘膜固有層への移植術，slicing手術
などが考案され，最近では塩基性線維芽細胞増殖因子や肝
細胞増殖因子，さらには脂肪由来間葉系幹細胞を用いた再
生医学的治療法の開発が試みられてきているが，未だに確
立した治療法には至っていない．一方で，声帯瘢痕は声帯
の炎症，濫用・誤用による外傷，長期挿管，放射線照射，
声帯の手術など種々の原因で発生するが，その疫学的な詳
細は不明であり，国内外においてどの程度の患者数がいる
のかすらわかっていない．本症のような難治性疾患の新規
治療開発においては，その疾病の疫学，病態，診断基準等
の資料がPMDAやAMEDから要求され，それなしでの薬
事承認を目指した開発は難しいのが現状である．そこで，
日本喉頭科学会では「声帯瘢痕の疫学調査および診断基準
の作成のためのワーキンググループ」を設置し，本邦にお
ける声帯瘢痕の疫学資料の作成と，診断基準の作成を行う
こととなった．世界的に声帯瘢痕の疫学調査や診断基準は
なく，世界初で日本発の貴重な情報発信にも繋がるものと
期待される．

方 法

本邦における声帯瘢痕の疫学データを収集するために，
日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会の定める耳鼻咽喉科専門研
修基幹施設を対象に，年間の新患数およびその詳細につい
てアンケート調査を施行した．
対象施設：83 施設
調査対象期間：2021 年（令和 3 年）1 月～12 月
調査項目：上記期間における新患数，年齢（最低，最高，

平均），性別，原因（炎症性，長期挿管，声帯手術，放射
線治療，溝症，その他），病悩期間（症状発現から初診ま
での期間），重症度（軽症，中等症，重症），治療の有無（な
し，音声治療，外科治療（声帯注射を含む），両方）．
＊放射線後の症例については音声障害を訴えた症例に限る．
＊軽症，中等症，重症についてはそれぞれ GRBASのG1，
G2，G3 相当とするが，他の判断でも可とする．

令和 3 年 11 月 5 日，京都府立医科大学の医学倫理委員
会で承認を得たうえで，令和 4 年 1 月～4 月に調査を施行
した．なお，IRBの必要性については各施設に一任した．

結 果

回収率：83 施設中 48 施設（58％）
年間新患数：217 名
年齢：7 歳～90 歳，平均 62 歳
性別：男性 141 名，女性 74 名，不明 2 名
原因（図 1）：声帯手術後が最も多くて 64 名，溝症が 54 名，
放射線治療後が 37 名，炎症性が 34 名であった．
病悩期間：6 カ月～123 カ月，平均 39 カ月
重症度（図 2）：軽症が最も多く 97 名，中等症が 80 名，重
症が 37 名で，不明が 4 名であった．
治療（図 3）：無治療が 136 名と最も多く，音声治療 34 名，
音声外科 31 名，両者 14 名で，不明が 2 名であった．

考 察

今回の集計では回収率約 60％において年間新患数が
217 名であった．この割合で計算すると年間新患数は約
350 名程度と推察され，声帯瘢痕（溝症含む）が希少疾患
であることが明らかとなった．

原因としては声帯の手術後が最も多く，溝症が続いた．
声帯の手術後としては腫瘍に対する声帯切除後が最も考え
られるが，今回のアンケートではそこまでは不明である．
ポリープなどの良性疾患後にも発生している可能性は考え
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られる．
重症度でみると，ほとんどの症例は軽症から中等症で

あったが，約 17％の症例は重症であった．これらに対し，
約 60％の症例に対しては治療がなされておらず，音声治
療あるいは音声外科治療がそれぞれ約 20％の症例に行わ

れていた．確立された治療法がないために無治療の症例が
多数を占めている現状が明らかとなった．

今回の調査で，本邦における声帯瘢痕（溝症含む）の凡
その罹患数とその概略が確認できた．
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図 1　声帯瘢痕の原因
          RT：放射線治療

図 2　重症度（不明例を除く） 図 3　治療の内訳（不明例を除く）




